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「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱

改正  平′,t22年 7月 1日

第 1 趣旨

これまで、出産育児一時金及び家族出産育児一時金 (以 下 「出産育児一時金等」とい

う。)については、原則 として出産後に被保険者等 (健康保険若 しくは船員保険の被保

険者若 しくは被保険者であった者又は国民1/4・康保険の世帯主若 しくは組合員をいう。以

下同 じ。)が保険者に申請 し、支給され る仕組みであったため、一時的に被保険者等が

多額の現金を用意する必要が生 じていたところであるが、緊急の少子化対策の一環 とし

て、安心 して出産できる環境を整備するとい う観点から、その支給方法を見直し、被保

険者等が病院、診療所又は助産所 (以 ド「医療機関等」 とい う。)と の間に、Hi産 育児

一時金等の支給申請及び受取に係る代理契約を締結 1/9上 、出産育児一時金等の額を限度

として、医療機関等が彼保険者等に代わって出産育児一時金等の支給申請及び受取を直

接保険者 と行 うことにより、被保険者等があ′)か じめまとまった現金を用意 した上で医

療機関等の窓「1において出産費用を支払 う経済的負オ:1の lll‐iK減 を図る ()の である.,

第 2 直接支担、制度の連月1方法

出産育児一時金等の医療機関等′ヽの直接支1/、‖iJ度 (以 lf単に「直接支払制度Jと い う,)

は、次の 2～ 4に掲げる事務を関係者 (医療機関等、支払機関 (llNl民健康保険 li‖ 14N連 合

会 (以 ド「
|工1保連Jと い う。)及 び‖1会保険診療報酬支推、基金 (以 |ヽ

‐「支打、基金」とい

う。)を い う̀ ,以 下「1じ ぃ)及び保険者)が実施することを通 じ、当i亥 |,こ 療機関等か「)被

保険者等 又はその被扶養者 (国民 1//1・廉保険の‖t帯 主及び糾l合 員以外の被保険者を含む‐,

以 lξ li可 じ,)に 対 し:li求 される出産費用について、保険 者が 11該医療機関等に対 tノ 出産

育児 ‐時金等を 1直接支・
1/、 うことをそr/m内 容とする。

1 対象者

平成 21年 1()月 1日 から14成 23年 3月 31日 までの間の出産に係る出産育児一

時金等の受給権を有する被保険者等 (児童福れた法 (昭和 22年法律第 164)夕)第 2

2条 に規定する助産施設において助産の実施を受ける者を除 くり)を対象とする。

2 出産を取 り扱 う医療機関等における事務

(1)中 請・受 lftに係る代理契約の締結等

医療機関等は、被保険者等又はその被扶養者の出産に関 し、当該医療機関等を退

院 (医師又は助産師の往診による出産の場合にあつては、そ 1/2医 学的管理を離れる

ときをい う。以 下同 じ。)づ
~る

までυ)間 に、直接支払制度について被保険者等又はそ

の彼扶養者に十分に説明 した上で、直接支払制度を活用するか意思確認をするっ

確認に当たっては、次の①～①に掲げる旨について書面により被保険者等の合意

を得る ()の とする。当該書面は 2通 作成するものとし、 1通は被保険者等又はその

被扶養者に手交し、 1通は医療機関等において保管する。 (医療機関等における保管

期間は、出産育児一時金等の請求に係る消滅時効に照 らし、出産 日から最低で ()2
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年 とする。)

① 保険者に対 し、被保険者等の名において出産育児一時金等の申請を無償で代

わつて行 う旨並びに申請先 となる保険者の名称

② 保険者が被保険者等に対 して支給す る出産育児一時金等の額 (42万円 (財

団法人 日本医療機能評価機構が運営する産科医療補償制度に加入する医療機関

等の医学的管理下における在胎週数 22週 に達 した 日以後の出産 (死産を含む。

以下 「加算対象出産」 とい う。)でない場合にあっては 39万円))を限度 とし

て、医療機関等が被保険者等に代わつて出産育児一時金等を受け取る旨及び出

産育児一時金等の額を超えた出産費用については、別途被保険者等又はその被

扶養者が医療機関等の窓口で支払 う必要がある旨

③ 医療機関等が被保険者等に代わつて出産育児一時金等を受け取つた額の範囲

で、保険者か ら被保険者等へ出産育児一時金等の支給があつた ものとみなされ

る旨

① 現金等で出産費用を医療機関等に即時支払 う等の理由により直接支払制度を

利用せず、被保険者等が別途従来どお りの方法で出産育児一時金等の支給申請

を行 うことは、法令上妨げられる t)のでない旨

なお、彼保険者等又はその被扶養者の1伝院等により、契約を締結 した医療機

関等において出産がなされなかつた場合においては、当該代理契約は無効とな

り、当該医療機関等は直接支払‖il度 の活用ができない。転院等する先の医療機

関等において、直接支打、制度の活用を希望する場合は、新たに代理契約を締結
―
り
~ひ

Z、 要がある(,

(2)入選1塊時σ)事務

① 被保険者証の窓口提示等

人院 (医白li又 は助産師の往診に (1る 出産の場合にル)っ ては、その医学的管理

に入るときをい う.以下同じ。)する際に、被保険者証 (H雇特例被保険者の受

給資格者票又は特男|1療 養費受給票若 しくは国民健康保険被保険者資格許[りJ書 を

含む。以下同じ.)σ )提示を求めること。

なお、172康保険法 (大lEl l年法律第 70号)第 106条 等の規定に基づき、

既に資格を喪失 した健康保険等からの出産育児一時金等の支給を希望する者に

ついては、現在加入する保険者か ら発行された被保険者証に併せて男lli全 定める

資格喪失等を証明する書類の提示を求めること。

保険医療機関にあつては、妊婦健診などの際の医師の判断により、異常分娩

(分娩に係る異常が発生し、鉗 子娩出術、吸引娩出術、帝王切F7il術 等の産科手

術又は処置等が行われる ()の をい う。以下同じ。)に より、人院、産科手術等が

療養σ)給付 (家族療養費を含む。以下同じ。)の対象となる可能性が高いと認め

られる場合にあっては、あらか じめ被保険者等又はその被扶養者に対 し、加入

する保険者から限度額適用認定証 (限度額 i商用・標準負社1額減額認定証を含む。

以下同じ。)を人手するよう勧奨されたいこと。また、人院 した後に療養の給付

の対象となつた場合にあつては、退院時までにこれを入手するよう勧奨 された
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いこと。

② 費用の内訳を記 した明細書の交付等

直接支払制度を用いる医療機関等は、要 した出産費用について、42万円 (加

算対象出産でない場合にあっては 39万円)を上回るときに限 り、当該上回つ

た額について被保険者等又はその彼扶養者に退院時に請求する。なお、直接支

払制度の利用を希望 しなかった被保険者等又はその被扶養者については、医療

機関等において出産費用全額の支払いを求めることになる。

要 した出産費用については、次のa)～ j)に掲げる費用の内訳及びこれに付随

する I)及び Ⅱ)を 明 らかにした明細書を、退院時に被保険者等又はその被扶養

者に手交するものとする。また、当該明細書においては、

・ 入 1塊実 日数

・ 直接支払制度 を用いた場合には別紙に定める出産育児一時金代理中請・

受取請求書 (以 下 「専用請求書」 とい う。)の内容 と相違ない旨

・ 直接支枢ヽ‖iJ度 を用いていない場合には直接支払制度を用いていない旨

を併せて記載するものとする。

a)入 院料… ■々始:に係 る宅料、食 Jf料。保険診療に係る入院基本料及び入院

時食事療養費はこれに含まれない。

b)室 料差額…妊姑:の 選定により、差額が必要な室に入院 した場合の当該差

客貞。

c)分 娩介助料…11常分娩時の医師等による介助その他の費用c正常分娩時

には 「一J(ハイフン)と する。

d)分 娩料…正常分娩 (分娩が療養の給付の対象とならなかった場合)の、

医師・助産師の技術料及び分娩時の看護・介助料。異常分娩時には「―」

(ハイフン)と する。

e)新生児管理保育本‖一 新生児に係る11理・保育に要 した費用をいい、新生

児に係る検査・薬斉J・ 処置 。手当に要した lNll当 費用を含める。新生児につ

いて療養の給付の対象となった場合、これに含まれない。

f)検 査・薬斉」料…妊婦 (産褥期 も含む。)に係 る検査・薬斉J料 をい う。療

養の給付の対象となった場合、これに含まれない。

g)処 置 。手当料…・・妊婦 (産褥期 1)含む。)に係る医学的処置や子L房ケア、

産褥指導等の手当に要 した費用をい う。療養の給付の対象となった場合、

これに含まれない。

h)産 イ1・ 医療補償制度…産科医療補償制度の掛金相当費用をい う。

i)その他一文書料、材‖釧・費及び医療外費用 (お祝い膳等)等、a)～h)に含

まれない費用をい う.

j)一部負担金等…異常分娩となった場合の一部負担金及び人院時食事療養

費の食事療養標準負担額をい う。彼保険者等又はその被扶養者より限度額

適用認定訂Eの提示があった場合は、「一部負担金等」 として現に窓口で請
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求することとなる額を記載するものとする。

I)妊 婦合計負担額…直接支払制度の活用の有無にかかわらず、実際に被

保険者等又はその被扶養者に請求することとなる実費をい う。

Ⅱ)代 理受取額…直接支払制度により、被保険者等が加入する保険者に被

保険者等に代わ り請求 し、代理 して受け取る額をい う。実費が 42万 円

(加算対象出産でない場合、 39万円)の範囲内で収まった場合にはそ

の実費を記載 し、超えた場合には 42万円又は 39万 円が記載額となる。

③ 専用請求書の支払機関への提出等

直接支払制度を用いる医療機関等は、専用請求書により、原貝Jと して被保険

者等の加入する保険者 ごとに所定事項を記載の_L、 保険者から支払事務の委託

を受けた支れ、機関に対 し、光デ ィスク等によるCSVl・青報又は紙媒体により提出す

る。 光ディスク等による提出等に必要な記録条件仕様等は、別に示す。

また、専用請求書の提出の時期は、111常 分娩か異常分娩の別に応 じ、次のと

お りと すヽ
~る

。

ア ][常分娩に係る専用請求書の提出は、次1/9と お りとする(〉

1)出 産後退院 した 椰の属する月の翌月 10日 Fた でに到達するよう提出す

る。ただし、選院 した 日の属する月υ)10‖ までに専用請求書を作成で

きるときは、退 1塊 した 日σ)属 づ
~る

月″)1 0 Hlkで にが1達づ
~る

′kう 提目lJ~

ることができる。

H)上 記のほかゝ光デ ィスク等による CSV情報により提出する場合は、出

産後 i量 院 した 卜|の 属する月の 25日 までにfl達するよう提出することが

できる。

イ 異常分娩に係る専月1請求書の提出は、出産後退院 した 日の属する月の翌

月 10口 |よ
~で

にが11整り
~る

.kう itttlLllづ
~る

()

提出先となる支打、機関は、被保険者等の加入する保険者の種別及び正常分娩

か異常分娩の別に応 じ、次のとお りとする。

i) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場合…正常分娩、異常

分娩の別を問わず、医療機関等所在地のLl l保 連に提出する。

il a)被保険者等の船入する保険が国民健康保険以外であ り、正常分娩であ

る場合…医療機関等所在地の国保連に提出する。

ii一b)被 保険者等の加入する保険が国民健康保険以外であ り、異常分娩であ

る場合…医療機関等所在地の支払基金に提出する。

3 支払機関における事務

(1)保険者 との支払業務委託契約の締結

支払機関は、各保険者 と直接支払に係る業務委託契約を締結する。

(2)専用請求書に係る支給要件等確認事務
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保険者か ら支払事務の委託を受けた支払機関は、各医療機関等か ら提出された

専用請求書について、出産数、在胎週数等記載事項の確認を行い、請求額等が適

正か否かの確認作業を保険者に代わ り行 う。

専用請求書の記載内容について支払機関は審査を行 うものでなく、記載内容に

不備があつた場合は、医療機関等に返戻することとなる。

(3)保険者への請求及び医療機関等への支払事務

支払機関は、 (2)の 事務に係るとりまとめを行った上で、各保険者に出産育児一

時金等の医療機関等への支払いに要する費用の請求を、保険者の体制に応 じ、紙

媒体又は光ディスク等媒体の送付を通 じて行 う。

専用請求書の確認等のみで適正な支払を行 うことができる正常分娩については、

保険者への請求及び医療機関等への支払いは、次のとお りとする。

①  2(2)③ ア i)に より、各月 10日 までに提出された専用請求書 (以下「1

0日 提出分」 とい う。)に係 る保険者への請求は、医療機関等か ら専用請求吉

の提 l色 があった月 (以下 「提出月Jと い う。)σ)20日 頃、医療機関等への支

揮、いは、その翌月の 5日 頃を目処に行 うものとする。

②  2(2)(3)ア 五)に より、各月 25日 までに提出された l lll用 請求 l:(以 下「2

511提 ||1分」 とい う。)に係る保険 汁への請求は、提出ノ1の 10日 までに請求

された各都〕直府県国保連の診療報lllHlに 係 る請求に準 じ、提出月のザ月 10日
か ら20日 L′〔を卜J///Lに 行 うものとし、医療機関等への支払いは、同様に各都

道府県国保連の診療報酬に係る支担、いに tヽじ 、提出月の翌月 211]か ら末 日

頃を目処に子Fう ものとづ
~る

。

また、 1き 常分娩に係る専用請求ザキに係る保険医療機関への支払いは、一部負夕1

金等 との突 合の必要性等から、提出月の 10日 までに請求され/た 診療報llllllに 準 じ

て、保険 静への請求及び保険医療機関への支払いを行う。

保険者における中:務

(1)支払機関からの請求に対する支払い等

支払機関に対 し支払事務の委託をした保険者は、 3(3)に よりなされる支払

機関からの請求について、その内容を確認の上、次のとお り、正常分娩に係る支

払いを行 う。

①  10日 提出分に係 る支払機関への支払いは、支払機関から請求のあった月

の末 日頃を日//1tに
行 う()σ )と する。

②  25[1提出分に係る支払機関への支払いは、提出月の 10日 までに請求さ

れた各者ド道府県国保連の診療報Allに 係 る支払いに準 じ、支払機関から請求の

あつたチlの 20日 から25日 頃を目処に行 うt)の とする。ただ し、システム

改修の遅れ等により、期 日までに支払いが行われないことについてやむを得

ない理由があると認められる場合には、その理由が存する間に限 り、遅延に

係 る利虐、の取扱いについては、支払事務の委託契約の当事者である保険者、

健康保険組合連合会、共済組合連盟又は地方公務員共済組合協議会 と国保連
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又は国民健康保険中央会 との間で別途協議するものとする。

また、異常分娩に係る支払いは、提出月の 10日 までに請求 された診療報酬に

準 じて、支払機関に行 うものとする。

(2)医療機関等からの請求額が出産育児一時金等として支給すべき額未満である場

合の被保険者等への支払い等

医療機関等が請求 した代理受取額が、 42万円 (加算対象出産でない場合にあ

っては 39万 円)未満の場合、これ らの額 と代理受取額の差額を被保険者等に対

し支払 うものとする。

この場合において保険者は、被保険者等に対 し、差額の支給申請ができる旨の

お知 らせを、出産育児一時金等の支給決定 ini知書に併記するなどの方法により、

確実に行 う1)の と すヽ
~る

。

なお、差額の支給に当たっては、支払機関より送付される請求明細や専用請求

書等を確認することが .Z、 須 となるが、直接支払制度においては、専用請求書等が

保険者にが1達するσ)が 出産月か ら 1～ 2ヶ 月後とな喝ざろを得ないため、被保険

者等の経済的負|■ を軽減する現金給付である指1度趣 旨に照 らし、 2(2)② に規

定する明細害等に、kり 、直接支払制度を利用 していること及び出産にかかった実

費が確認できた場 合は、専用請求書のチ1達を待たず と 1)、 4Zヽ 要に応 じ差額の振込

先を記 した書

“

iの提出を求めること等を通 じ、当該差額を彼保険 者等に早期支給

するものと司
‐
る.

(3)直接支払制度を利用 しなかつた被保険者等ン、υ)対応

直接支担、制度を利 )日 しなかった被保険者等に係る出産育児一時金等の支給につ

いては、従来の方法により、彼保険者等か らの中請に基づき支給を行 う()の とす

る.

なお、直接支・1/、 制度を利用 したに ()かかわらず、彼保険者等が、 lll‐l一 又は他の

保険者に対 し従来υ)プブ法によりll l l産 育児一時金等の支給を lII‐ 複 して申請すること

等が考えられるが、出産育児一時金等の早期支給及び二重給付の防止を図る観点

か ら、従来の方法により出産育児一時金等び)支給を申請する被保険者等が、既に

直接支払制度を利用 していないか又は他の保険者に対 して重複申請を していない

かを保険者において判断することが可能 となるよう、健康保険法施行規則 (大正

15年内務省令第 36号 )第 86条第 2項第 2号等において、従来の方法による

支給申請書に、 2(1)に 掲げる書面及び 2(2)② に規定する明細書等を添付

することとしているので、保険者は、これ らの書類の確認により、適J14r保 険給

付に努められたい。

また、保険者独 自の付加給付等、出産を要件 とした 42万 円を超える給付を行

つている場合にあつては、当該超える給付に係る専用の中請書を設ける等、保険

者の実情に応 じ所要の体制整備を図られたい。

第 3 その他留意事項
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1 異常分娩に係 る出産費用に関し、支払機関において専用請求書に記載 された 「一部

負担金等」記載額 との突合を行 う必要があるため、直接支払制度を活用する保険医療

機関は、当該異常分娩に係る診療報Wlll明 細書について、特記事項に 「25出産」と記

載 して支払機関に提出すること。なお、これに伴 う関係通知の改正については、別途

通知する。

なお、この措置は、レセプ トのオンラインによる請求が普及 し、異常分娩か否かの

識別が診療行為コー ドの確認を通 じて特記事項な しで判断できるようになるまでの暫

定的措置である。

2 「出産育児一時金及び家族出産育児一時金の受取代理について」 (平成 18年 8月

30日 保保発第 08300()5弓‐)は、本年 9月 30日 を t)っ て廃 1■ する。これに伴 う経 i畳

措置その他の事項については、別途通矢1す る。

3 福ねL事業として実施されている出産のために必、要な費用に係る資金の貸付けを行っ

ている保険者に対し、被保険者等より貸付けの中込みがル)っ た場合には、直接支払制

度の活用の周知卜 勧奨、彼保険者又はその彼扶養者が出産を予定 している医療機関等
′、の必要な照会等、彼保険者等の rlllll別 の実情に応 じた井I応 をされたい。

その際には、「
|‖ 産育児一時金等の医療機関等への直接支 1ブ、制度の平成 22年・1り l

以降の取扱いについて」 (平成 22イ 1■ 3月 12日 保発0312第 9';‐等)(以下 「局長

通知」 とい う。)に 基づき、直接支払の実施を猶予している医療機関等においては、

局長通矢日の第 2(,,に おいて、出産費用をル)る か じめ用意できない等により、支担、が IINl

難な女i婦等に対 しては、llljl別 に 1由:接 支枢、制度に対応づ
~る

か、医療保険者に (1る 出産費

用の 1や イヽ「等を受けらオじる.1う 、 li」 り1暫 σ)説りJや 申言占の支援等υズ更■1を ⅨIる こととされて

いることに留iFJ~る こと(リ

4 助産の実施を決定 した都道斥f県 又は市町村は、助産施設に出産育児一 |1寺金等の直接

支夕、制度の活用はできない旨を連絡するととt)に 、彼保険者等が加入する保険者に対

して ()、 当該彼保険者又はその被扶養者が助産の実施を受けるため、助産施設から直

接支払制度による請求はできず、被保険者等から従来の方法により申請がなされる旨

を連絡するなど、配慮されたい。
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【別紙】
平成20年○○月分 出産育児一時金等代理申請・受取請求書【正常 ・ 異常 分娩】

保険者番号   | | | | | | | |

被保険者等との申請及び受取に係る契約に基づき、被保険者等に代わり以下の通り支払を求めます。

〈
ロ
ユ
副

取扱件数 出産数 代理受取額合計

医療機関等コード

分娩機関管理番号

医療機
関等所
在地及
び名称

社 国 本家 被保険者証記号 性堡捧煮講番号   1     妊婦氏名(カナ氏名)     |~   生年月日    1在語通司  ~~出産年月日

1:社 ・2:書 1:本  5:家
::寧   年   月   日 4:平   年   月  日

死産有無 出産数整墜里J   産型墜窒埜算制度   1   入院料   1  室料差薇  |::::B5可菟ラiヽ 助料  1   分娩料   1新生児管理保育料 検査・業剤料

|:有 ・2無・3混在 ■対象・2対象外・&混在

処置・手当料 産科医療補償制度 その他 一部負担金等 妊場合計負担額 代理受取額 備考

社 国 本家 被保険者証記号 被保険者証番号   1     妊婦氏名 (カナ氏名)     | 
…

1:巧ヨ面     1雇 嘉碩薇1    出産年月日

1:社 ・2:国 1:本 ・5:家
::零   年   月   日 4:平   年   月  日

死産有無 出産数 入院 日葬 産科医療補償制度 △貯料   1  室料差額  |  :が扇下 検査・薬剤料

1:有 ・2無・3:混 在 1:対象・ 2:対 象外・ 3:混 在

処置 :千 当料  1産 科医療補償制度 |   その而   |「 部集担金等  1  妊婦合計負担額  1   代理受取額 備 考

IIL国 本家 被保険者証記号

1:社 ・ 21国 1:本  5:家
:1軍   年    月   日 4:平 年   月  日

死産有無 出産数 1入院日数1   産科医療補償制度 入院料               娩介助料  1   分頂再
~~~「

薪≡更百理藻育爾 検査・薬剤料

1:有・2:無 ・&混在 1:対象・ 2:対象外・3:混 在

処置・手当料  1産科医療補償制度 その他   | 一部負担金等 重撮合計負担額  |   ド理受取額   1          備吾



各病院等の入院予約時などに妊婦と交わす直接支払制度合意文書の例 (参考)

当院では、できるだけ現金でお支払いいただかな <て済むよう、21年 10月 からは
じまった「出産育児-0寺金等の医療機関等への直接支払制度」をご利用いただ<こ と
を原則としております。

○ 妊婦の方がご力0入されている医療保険者に、当院が妊婦の方に代わつて出産育
児-0寺金 (※ )を請求いた します。手続きについて手数料はいただき意せん。

(※)家族出産育児一時金、共済の出産費及び家族出産費を含みます。

○ 退院時に当院からご請求する費用について、原則 42万円の一時金の範囲内で、
現金等でお支払いいただ<必要がな<な ります。
・ 出産費用が 42万円を超えた場合は、不足額を窓□でお支払いいただきます。
・ 出産費用が 42万円未満で収まった場合は、その差額を医療保険者に請求する
ことができます。
※ 当院が医療保険者から受け取つた一時金の額の範囲で、妊婦の方ヘー時金の支給があ

ったものとして取り扱われます。

○ 帝王切開などの保険診療を行 つた場合、3害」の窓□負担をいただきますが、一

時金をこの 3害」負lBのお支払いにも充てさせていただきます。

○ この仕組みを不」用なさらず、一時金を医療保険者から受け取りたい場合には、
お申 し出 <ださい。その場合、出産費用の金額について退院時に現金等でお支払
いいただ <ことになります。

<妊婦の方へのお願い>
11)入院 8吉に保険証をご提示 <ださい。また、入院後、保険証が変更された場合に

は、速やかに変更後の保険証をご提示下さい。
※ 退職後半年以内の方で、現在は国民健康保険など退1載 8音 とは別の医療保険にご加入の
方は、在職時の医療保険から給付を受けることもできます。その際は、退職時に交付さ
れている資格喪失証明書を保険証と併せ提示<ださい (詳細は以前のお勤め先にお問い
合わせ<ださい。)

② 女コ尋健診等により、帝王切開など高額な保険診療が必要とわかつた方は、力0入
されている医療保険者に「限度額適用認定証」等を申請 し、お会計の際にご提示
下さい。ご提示いただければ、一般に 3害」の窓□負担が「¥80,100+かかったEII

療費の 1%」 に据え置かれます (所得により異なります)。 入院時にお持ちでない
方は、退院時までにご入手<ださい。

限度額適用認定証等をお持ちにならないと請求額が高額になることもあります
ので、忘れずにお持ち下さい。

以上説明を受け、○○○ (保険者名)から支給される-0吉金について、直接支払市」
度を利用することに合意いた します。

被保険者 (世帯主 )

平成

氏名

医療機関等使用欄

(出産予定日)  ○/○

直接支払tll度不活用  □



各助産所の入院予約時などに妊婦と交わす直接支払制度合意文書の例 (参考)

当院では、できるだけ現金でお支払いいただかな<て済むよう、21年 10月からは

じまつた「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」をご利用いただくこと

を原則としております。

○ 妊婦の方がご加入されている医療保険者に、当院が妊婦の方に代わ って出産育

児-8寺金 (※)を請求いた します。手続きについて手数料はいただきません。
(※)家族出産育児-0寺金、共済の出産費及び家族出産費を含みます。

○ 退院時に当院/Dhら ご請求する費用について、原則 42万円の一時金の範囲内で、

現金等でお支払いいただく必要がな<なります。
・ 出産費用が 42万円を超えた場合は、不足額を窓□でお支払いいただきます。
・ 出産費用が 42万円未満で収まつた場合は、その差額を饉療保険者に請求する

ことができます。
※ 当院が医療保険者から受け取った一時金の額の範囲で、妊婦の方ヘー時金の支総があ

ったものとして取り扱われます。

○ この仕組みを利用なさらず、一時金を医療保険者か ら受け取 りたい場合には、

お申 し出 <ださい。その場合、出産費用の金額について退院 8寺 に現金等でお支払

いいただ <ことになります。

く妊婦の方へのお願い>

入院 0寺に保険証をご提示 <ださい。また、入院後、保険証が変更された場合に

は、速やかに変更後の保険証をご提示下さい。

※ 退職後半年以内の方で、現在は国民健康保険など退職時とは局」の医療保険にご加入の
方は、在職8寺の医療保険から給付を受けることもできます。その際は、退職0きに交付さ
れている資格喪失証明書を保険証と併せ提示<ださい (詳細は以前のおrJ」め先にお問い
合わせ<ださい。)

以上説明を受け、○○○ (保険者名)から支給される-8寺金について、直接支払制

度を利用することに含慧いた します。

平成    年    月    日

被保険者 (世帯主) 氏 名

助産所使用欄

(出産予定日)  ○/○

直接支払制度不活用  □




